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 送付教育委員会数 回収教育委員会数 回収率 
都道府県 47 45 95.7％ 
政令指定都市 20 19 95.0％ 







 教育委員会数 割合 
１．学校事務職員単独採用 55  87.3％ 
２．それ以外  8  12.7％ 








異動先 教育委員会数 割合 
一般行政部局（出先機関も含む）   4  7.4% 
教育委員会（本庁）  32 58.2% 
教育研究所・センター  13 23.6% 
教育事務所（都道府県のみ分析） 15 44.1% 
都道府県立学校（都道府県のみ分析） 14 40.0% 













都 道 府 県 
学校事務職員単独採用 





検討中である  3 
予定はない 33 
学校事務職員単独採用以外 
予定がある  0 
検討中である  2 
予定はない  6 
 
任用形態未回答 
予定がある  0 
検討中である  0 



































































  教育委員会数 比率 
１．既に実施している 41  64.1％ 
２．実施に向けて検討中である  2   3.1％ 
３．実施していない 21  32.8％ 










































































































学校に異動させて経験を積ませる】                        p=0.046 
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（２２）教職員を勇気づけ，育てる力 






































【図２－４－２ （４）施設管理に関する知識】                  p=0.084 
 
 
【図２－４－３ （５）人事・給与・福利厚生等に関する知識】            p=0.002 
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【図２－５－２ （５）人事・給与・福利厚生等に関する知識】           p=0.036 
 
 
【図２－５－３ （１０）所属する教育委員会の教育行政に関する知識】       p=0.084 
 
 





























【図２－５－５ （１８）自分の経験を省察し，生涯学び続ける力】         p=0.013 
 
 






























































































































































































































































 教育委員会数 比率 
１．既に実施している 42  66.7％ 
２．実施に向けて検討中である  2   3.2％ 
３．実施していない 19  30.2％ 
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平成 19年 1月 18日「公立小中学校事務職員の標準的職務について(通知)」，平成 26年 2月 7
日「組織的な学校事務の推進会議」報告書を市町村教委へ送付，平成 26年 2月 24日「市町村(学
校組合)立学校への「事務長」職の設置について(通知)」，平成 26年 4月 1日付「事務長」の設
置(2名) 
平成 20年度 県公立小中学校事務改善検討委員会(平成 21年度廃止)，平成 20年度 県公立小



























































































































































































































































































 平成 26年 10月 
各都道府県・政令指定都市教育委員会 
教職員人事主管課長 殿                                
文部科学省国立教育政策研究所 
教員養成等の改善に関する調査研究（研究代表者） 

























































































都道府県・政令指定都市名 部署・役職名 お名前 
   




























② 人    事 職務の明確化を踏まえつつ，効果的な人事を行うこと 








































































令指定都市は質問対象から除きます）   
 
































































































































































１．上級（大卒程度）採用   ２．中級（短大卒程度）採用  





































学校事務職員の異動の範囲 異動の有無 異動の際の身分取扱い 
a．一般行政部局（出先機関も含む）    
b．教育委員会（本庁）    
c．教育事務所   
d．都道府県立学校   
e．都道府県・政令指定都市教育研究所・センター    
f. 市区町村教育研究所・センター   


















異動の際の身分取扱い： １．通常の異動  ２．研修交流  ３．割愛  ４．そのほか 
 



















b．採用時に採用案内などで，求める学校事務職員像を広く周知する   




e. 学校管理職（副校長，教頭，校長）への登用を図る  
f．教育委員会管理職や係長への登用を図る   
g．地域全体の学校事務の水準の向上のため積極的に広域異動を行う   
h．上位の職名に昇進する際には選考試験を行う（例えば係長級昇進時など）   

































d．職名に対応した研修体系を確立する   
e．経験年数に対応した研修体系を確立する   
f．事務長や事務主幹等に校長・副校長・教頭等と同じ研修を受講させる  
g．事務長等上位の職名の選考試験受験の条件として特定の研修を指定する   
h. 職への適応のため任用前研修を実施する  
i. 初任者学校事務職員のための指導担当者を任命している  
j. 退職事務職員を活用して初任事務職員の支援を行う  
























































（１）法規などの知識      
（２）予算執行に関する知識       
（３）危機管理に関する知識      
（４）施設管理に関する知識       
（５）人事・給与・福利厚生等に関する知識     
（６）学校経営・学校評価制度に関する知識     
（７）庶務事務に関する知識      
（８）ＩＣＴに関する知識       
（９）地域や関係機関に関する知識      
（１０）所属する教育委員会の教育行政に関する知識     
（１１）教育や教育課程に関する知識      
（１２）正確・迅速な事務処理能力      
（１３）学校教育目標・教育課程を踏まえた仕事を遂行する力    
（１４）学校全体を見渡し問題を発見し解決する思考力     
（１５）学校事務の仕組み（例えば会計の仕組み）を作る力    
（１６）計画的に自分の仕事を進める力      
（１７）連携している学校のことを考えて仕事を進める力  
（１８）自分の経験を省察し，生涯学び続ける力      
（１９）臨機応変な対応力       
（２０）勤務校での同僚・児童生徒とのコミュニケーション力       
（２１）教育委員会，保護者・地域などと渉外・交渉・連携する力       
（２２）教職員を勇気付け，育てる力     
（２３）事務室・共同実施組織でチームとして成果を出す力     
（２４）学校事務職員としての志・責任感     
（２５）社会人としてのマナー          































b．学校事務職員の職務内容が明確化されていないこと   
c．生涯学び続ける研修体系が立案されていないこと   
d．学校事務職員向けの研修を企画できる指導主事が少ないこと   
e．学校事務職員向けのモデルとなる研修プログラムが少ないこと   
f. 学校事務職員が学校を離れて研修を受ける時間の確保が難しいこと  


































































b．学校事務職員の配置における都道府県・政令指定都市の裁量を増加させる   
c．学校事務職員の標準的職務のモデルを国が示すこと   








１.課題が多い  ２.どちらかといえば課題がある  ３.どちらかといえば良い  ４.良い 
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